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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注)  １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

回次 
第13期 

第３四半期 
連結累計期間 

第14期 
第３四半期 
連結累計期間 

第13期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 32,650 28,172 46,379 

経常利益 (百万円) 828 630 1,678 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 26 213 520 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △374 332 △321 

純資産額 (百万円) 22,179 22,380 22,232 

総資産額 (百万円) 42,064 40,226 42,597 

1 株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 0.45 3.64 8.86 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 52.4 55.2 51.8 
 

回次 
第13期 

第３四半期 
連結会計期間 

第14期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日 
至  平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.17 1.32 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループが判断したも

のであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間のわが国の経済は、為替や株価の変動など金融市場の動向と中国経済や米国大統領選

挙の影響などを中心とした世界経済の不確実性の高まりなど、景気の先行きは不透明な中で推移いたしました。 

このような経済環境の中で、当企業グループは、当事業年度を平成27年度から29年度までの中期経営計画の達成

に向けた「成長軌道への回帰」の年と位置づけ「持続成長可能な事業への転換」と「経営基盤の強化」を基本方針

として、事業の拡大や経営基盤の強化に取組んでまいりました。 

「事業の拡大」につきましては、コアコンピタンスである音声と情報通信を融合させたＩＰネットワーク関連技

術とセンシングや映像解析などの新技術を活用したソリューションへの展開を図ってまいりました。 

特に集中事業のシステムインテグレーション事業への取組みとして、企業内の膨大なＰＣ資産と情報セキュリテ

ィ管理をクラウド環境で提供するソリューション「ＭＣＳ Ｇｌｏｂａｌ Ｃｌｏｕｄ」（Ｍａｎａｇｅｄ Ｃｌ

ｉｅｎｔ Ｓｅｃｕｒｉｔｙ）サービスの提供を５月から開始いたしました。 

また、「Ｏｆｆｉｃｅ ＡＧＥＮＴ」シリーズのラインアップであり、ビジネスに安心をもたらすネットワーク

セキュリティの機能を拡張したＵＴＭ（統合脅威管理アプライアンス）ＳＳ３０００Ⅱを８月に発売いたしまし

た。 

さらに、中小規模オフィス向けビジネスコミュニケーションシステム「ＰＬＡＴＩＡ（プラティア）」シリーズ

のデザインを刷新するとともにスマートフォンとの連携機能を強化した「ＰＬＡＴＩＡⅡ（プラティアⅡ）」シリ

ーズの発売によるラインアップの拡充を予定しております。 

「経営基盤の強化」につきましては、事業の効率化、財務体質の強化、要員の適正化およびコーポレートガバナ

ンスの強化に継続的に取組み企業価値の最大化に努めてまいりました。 

引き続き、目標とする経営指標の達成に向けて取組んでまいりますが、アミューズメント市場の環境は厳しく、

当期の業績に与える影響は多大であり、中期経営目標への影響につきましても市場動向などを見極め精査中であり

ます。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は、キーテレホンシステムの増加はありましたが、アミューズメント市場向

けの商品および加工受託の受注減少などにより281億７千２百万円（前年同期比13.7％減）となりました。 

利益面では、売上機種構成の変動による利益率の向上はありましたが、売上高の減少および事業転換のための研

究開発投資が増加したことにより、経常利益が６億３千万円（前年同期比23.9％減）となりました。親会社株主に

帰属する四半期純利益は、特別損失の減少などにより２億１千３百万円（前年同期比706.6％増）となりました。 
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分野別の営業の概況は、次のとおりです。 

  

① ネットワークソリューション分野 

ネットワークソリューション分野の売上高は、178億９千７百万円(前年同期比 0.8％増)となりました。こ

れは、システムインテグレーションの受注時期ずれはありましたが、ＯＥＭキーテレホンシステムの売上が

受注前倒しに伴い大幅に増加したことによるものです。 

② セキュリティソリューション分野 

セキュリティソリューション分野の売上高は、102億７千４百万円(前年同期比 31.0％減)となりました。

これは、アミューズメント市場向けの商品および加工受託している部品が減少したことによるものです。 

  
(2) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。 

当企業グループは、前事業年度の有価証券報告書に記載の対処すべき課題に継続して取組んでまいります。 

  
(株式会社の支配に関する基本方針) 

① 基本方針の内容 

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えております。したがって、株式会社の支配権の

移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えて

おります。 

しかし、当社株式の大量取得行為またはその申し入れの中には、次のものも想定されます。  

ア．買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすおそれがあるもの  

イ．株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの  

ウ．当社に、当該買付けに対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われるもの

エ．当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することなく行わ

れるもの 

オ．買付けの条件等（対価の価額・種類、買付けの時期、買付けの方法の適法性、買付けの実行の可能性等）

が当社の本源的価値に鑑み、著しく不十分または不適当なもの 

このような当社株式の大量取得行為またはその申し入れを行う者は、例外的に、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者として不適切な者と考えています。このような行為から当社の経営理念やブランド、株主を

はじめとする各ステークホルダー（利害関係人）の利益を守るのは、当社の経営を預かるものとして当然の責務

であると認識しております。  
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 ②基本方針の実現に資する特別な取組み 

当企業グループは、「独創的な技術を核に、新しい価値を創造し、活力とゆとりある社会の発展に貢献する」

を経営理念に掲げ、「つなげる技術の、その先へ。」をコーポレートメッセージとして、「持続成長可能な事業

への転換」および「あるべき姿に向けた収益構造への変革」を中期経営計画の基本方針と位置付け、事業の拡大

および経営基盤の強化を推進するとともに、お客様視点に立った安心、安全、快適、便利を実現するソリューシ

ョンをタイムリーに提供し続けることを目指してまいります。 

まず、「事業の拡大」につきましては、「持続成長可能な事業への転換」のために事業の集中と効率化を確実

に実行するとともに、グループ事業の領域拡大による収益の拡大を目指してまいります。 

次に、「経営基盤の強化」につきましては、「あるべき姿に向けた収益構造への変革」のため、事業を支える

収益基盤の確立と経営を支える経営基盤の構築に継続して取組んでまいります。 

また、当企業グループは、コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示内容に沿ったガバナンス体

制を構築しておりますが、企業価値の最大化に向け、継続してコーポレートガバナンスの強化に取組んでまいり

ます。 

  

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

当社は、平成28年６月29日開催の第13回定時株主総会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買

収防衛策）」（以下、「本ルール」といいます。）を株主の皆様のご承認をもって導入（更新）いたしました。 

本ルールは、当社株式の大量取得行為が行われる際に、当社が本ルールに定める対応を行うことにより、濫用

的な買付行為を抑止し、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、または向上させることを目

的としています。 

本ルールは、次の「ア．」または「イ．」に該当する買付けまたはその申し入れ（以下あわせて「買付け等」

といいます。）がなされる場合に、買付け等を行う買付け者および買付提案者（以下「買付者等」といいま

す。）に対し、事前に当該買付け等に関する情報の提供を求め、当該買付け等について情報収集、検討等を行う

ために合理的に必要な期間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の意見表明や代替案を提示したり、買付

者等との交渉等を行っていくための手続きを定めています。 

ア．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等の株券等保有割合の合計が20％以上となる買付け 

イ．当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株

券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

  

本ルールの詳細は、当社のインターネットウェブサイト 

（http://www.saxa.co.jp/ir/stock/information.html）をご参照ください。 

  

④具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

当社取締役会は、基本方針の実現に資する具体的な取組みは、以下の事項を考慮し織り込むことにより、基本方

針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、役員の地位の維持を目的とするものではないと判断

しております。 

ア．あらかじめ買収防衛策を導入することにより、濫用的な買付行為を抑止すること 

イ．株主の皆様の意思を法的に明確な形で反映させるため、買収防衛策の導入の決定を株主総会の決議事項と

し、株主総会の決議を経て買収防衛策を導入すること 

ウ．防衛策発動に関して基本方針に沿った合理的、客観的要件が設定されていること 

エ．独立性の高い独立委員会の設置および防衛策発動の際には必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされて

いること 

オ．本ルールの有効期限を平成31年３月期に関する定時株主総会終結の時までとし、株主総会または取締役会に

よりいつでも廃止できること 
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(3) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間は、安心、安全、快適、便利を実現するソリューションを提供するために必要とな

る音声、映像、データおよびアプリケーションに関する研究開発に重点をおき活動を行うとともに、ＩoＴ時代に

向けた取組みの一つとしてカメラ、センサ、画像解析等の研究開発を進めてまいりました。 

なお、当第３四半期連結累計期間の研究開発費総額は、32億１千６百万円となりました。 

  
(4) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し 

当企業グループの主力市場である情報通信ネットワーク関連市場においては、光ネットワークをはじめとした

ブロードバンド化の進展に伴い、多様化、高度化したネットワークを活用した様々な事業が生まれるなど大きな

変化が続いております。 

このような市場環境の変化と資材調達環境の変化により、当企業グループの業績も影響を受けます。当企業グ

ループは、多様化するお客様のニーズにお応えするため、お客様視点に立った安心、安全、快適、便利な環境を

実現するソリューションをタイムリーに提供し続け、事業成長に向けた収益体質改善のための諸施策に取組んで

まいります。 

  
(5) 資本の財源および資金の流動性についての分析 

当企業グループは、運転資金および設備投資資金につきましては、内部資金を充当し、必要に応じ金融機関か

らの借入により調達することとしております。このうち借入による資金調達に関しましては、運転資金について

は主に期限が１年以内の短期借入金により調達しており、設備投資資金等については長期借入金等により調達し

ております。 

また、資産効率の向上、営業活動によるキャッシュ・フローの確保およびシンジケーション方式によるコミッ

トメントライン70億円の活用により、当面の運転資金および設備投資資金を調達することが可能と考えておりま

す。 

  

(6) 経営者の問題意識と今後の方針について 

当企業グループが関連する情報通信ネットワーク関連市場は、急速な技術革新と競争の激化などによりめまぐ

るしく変化する環境下にありますが、当企業グループは、このような変化に柔軟に対応し、現在の事業環境およ

び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう心がけております。 

具体的には、前事業年度の有価証券報告書の対処すべき課題に記載のとおりであり、それらの課題に継続して

取組んでまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成28年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 62,449,621 62,449,621 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は 
1,000株であります。

計 62,449,621 62,449,621 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年10月１日～ 
平成28年12月31日 

─ 62,449,621 ─ 10,836 ─ 3,000 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができません

ので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。 

  

① 【発行済株式】 

    平成28年９月30日現在 

(注) １  「完全議決権株式(その他)」欄および「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機

構名義の株式がそれぞれ3,000株および600株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機

構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が145株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

    平成28年９月30日現在 

(注) 上記のほか、サクサ株式会社（連結子会社）が所有する株式5,000株（議決権数５個）について、株主名簿

上は、同社名義となっておりますが、当該株式は同社が実質的に保有していない株式です。 

なお、当該株式は、上記の「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」および「総株主の議決権」欄に

含めております。 

  

  

２ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。  

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

3,714,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

58,050,000
58,050 ― 

単元未満株式 
普通株式 

685,621
― 単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 62,449,621 ― ― 

総株主の議決権 ― 58,050 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           
サクサホールディングス 
株式会社 

東京都港区白金一丁目17番
３号  NBFプラチナタワー 

3,714,145 ─ 3,714,145 5.94 

計 ― 3,714,145 ─ 3,714,145 5.94 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

  

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 6,205 8,040 

    受取手形及び売掛金 11,559 7,939 

    有価証券 999 - 

    商品及び製品 1,957 2,224 

    仕掛品 526 1,644 

    原材料及び貯蔵品 2,674 2,202 

    繰延税金資産 992 982 

    その他 346 486 

    貸倒引当金 △30 △17 

    流動資産合計 25,231 23,501 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 7,864 7,864 

      その他（純額） 1,824 1,733 

      有形固定資産合計 9,688 9,597 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 2,941 2,644 

      のれん 49 24 

      その他 44 42 

      無形固定資産合計 3,035 2,711 

    投資その他の資産     

      その他 4,881 4,660 

      貸倒引当金 △250 △249 

      投資その他の資産合計 4,631 4,410 

    固定資産合計 17,355 16,720 

  繰延資産 10 4 

  資産合計 42,597 40,226 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 5,745 4,556 

    短期借入金 2,702 2,804 

    1年内償還予定の社債 400 250 

    未払金 726 394 

    未払費用 1,230 885 

    未払法人税等 64 242 

    未払消費税等 394 233 

    役員賞与引当金 45 - 

    製品保証引当金 264 245 

    その他 334 708 

    流動負債合計 11,908 10,321 

  固定負債     

    社債 160 60 

    長期借入金 3,488 2,892 

    繰延税金負債 466 466 

    退職給付に係る負債 3,716 3,492 

    役員退職慰労引当金 72 70 

    その他 553 541 

    固定負債合計 8,457 7,524 

  負債合計 20,365 17,845 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 10,836 10,836 

    資本剰余金 6,023 6,023 

    利益剰余金 6,023 6,061 

    自己株式 △1,177 △1,179 

    株主資本合計 21,705 21,742 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 265 294 

    為替換算調整勘定 5 13 

    退職給付に係る調整累計額 100 172 

    その他の包括利益累計額合計 371 480 

  非支配株主持分 155 158 

  純資産合計 22,232 22,380 

負債純資産合計 42,597 40,226 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 32,650 28,172 

売上原価 25,776 21,221 

売上総利益 6,873 6,950 

販売費及び一般管理費 6,051 6,377 

営業利益 822 572 

営業外収益     

  受取利息 2 2 

  受取配当金 93 73 

  為替差益 30 42 

  その他 49 49 

  営業外収益合計 175 167 

営業外費用     

  支払利息 59 51 

  持分法による投資損失 70 19 

  その他 38 38 

  営業外費用合計 168 109 

経常利益 828 630 

特別利益     

  固定資産売却益 4 0 

  投資有価証券売却益 2 0 

  退職給付信託設定益 396 - 

  特別利益合計 403 0 

特別損失     

  固定資産除却損 7 13 

  固定資産売却損 9 0 

  事業構造改善費用 945 137 

  特別損失合計 962 150 

税金等調整前四半期純利益 269 480 

法人税、住民税及び事業税 45 208 

法人税等調整額 188 49 

法人税等合計 233 258 

四半期純利益 35 222 

非支配株主に帰属する四半期純利益 9 8 

親会社株主に帰属する四半期純利益 26 213 
 

― 12 ―



【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 35 222 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △396 30 

  持分法適用会社に対する持分相当額 1 7 

  退職給付に係る調整額 △15 72 

  その他の包括利益合計 △410 109 

四半期包括利益 △374 332 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △383 322 

  非支配株主に係る四半期包括利益 9 9 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。 

  
(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

１ 受取手形裏書譲渡高 

  

２ 保証債務 

関連会社の取引先との買掛債務および金融機関等からの借入に対する連帯保証を行っております。 

  

  

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

受取手形裏書譲渡高 442百万円 431百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

E Security Services Co.,Ltd.  71百万円 52百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびの

れん償却額は、次のとおりであります。 

  

  

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

      該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

      該当事項はありません。 

  

 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

減価償却費 1,952百万円 1,520百万円 

のれん償却額 24百万円  24百万円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 176 3.00 平成27年３月31日平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 176 3.00 平成28年３月31日平成28年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売ならびにこれらに付帯するサー

ビスの提供からなる事業を行っており事業区分が単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売ならびにこれらに付帯するサー

ビスの提供からなる事業を行っており事業区分が単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

   ２ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額（円） 0.45 3.64 

（算定上の基礎）     

親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額（百万円） 

26 213 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額（百万円） 

26 213 

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,749 58,735 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

― 18 ―



独立監査人の四半期レビュー報告書  

  

平成29年２月10日

サクサホールディングス株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサクサホールデ

ィングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サクサホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    佐    藤         晶    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    山    川    幸    康    ㊞ 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年2月10日 

【会社名】  サクサホールディングス株式会社 

【英訳名】  SAXA Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】  代表取締役社長 松 尾 直 樹 

【最高財務責任者の役職氏名】  ─ 

【本店の所在の場所】  東京都港区白金一丁目17番３号 ＮＢＦプラチナタワー 

【縦覧に供する場所】  株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長松尾直樹は、当社の第14期第３四半期（自平成28年10月１日  至平成28年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 
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